
（令和５年４月１日現在）

質問事項 説  明

1 対象研修 資格取得を目的としていない研修は対象となるのか。

原則として、資格取得を目的とする研修が対象となります。た
だし、資格取得を目的としていなくても、研修内容が今後の資
格取得につながる研修については、審査の結果、対象となる場
合があります。

2 対象研修
「資格取得等」となっているが、「等」とは、どのようなこと
をあらわしているのか。

原則として、資格取得を目的とする研修が対象となります。た
だし、資格取得を目的としていなくても、研修内容が今後の資
格取得につながる研修については、審査の結果、対象となる場
合があり「資格取得等」としています。

3 対象研修
資格が取得できなかった場合や、資格試験を受験できなかった
場合は対象外となるのか。

資格が取得できなかった場合や資格試験を受験できなかったと
しても、その取得をめざす研修の実施が確認できれば補助の対
象となります。

◎事業者向けＱＡ（大阪府資格取得等人材育成支援事業補助金）



質問事項 説  明

1 対象事業者 試用期間中の研修は対象となるのか。
試用期間の研修は対象となります。ただし、その試用期間が期
間の定めがある雇用契約となっている場合は対象外となりま
す。

2 対象事業者 内定期間中の研修は対象となるのか。

正規雇用を前提とした内定期間中の研修は次の条件を満たす場
合に対象となります。
・賃金が支払われていること及び研修費用は事業主が負担して
いること
・事業主の命令により参加し、被雇用者の自由意思での参加で
はないこと
・実績報告日までに正規雇用されていること

3 対象事業者 事業主が大企業の子会社でも対象となるのか。
「大企業及びみなし大企業」の要件に該当するものは対象外で
す。

4 対象事業者
株式会社以外の学校法人や社会福祉法人、財団法人や、社団法
人、ＮＰＯ法人も対象になるのか。

補助金交付要綱第２条に定める要件を満たしていれば対象とな
ります。

5 対象事業者
個人事業主が府内で事業を営んでいることを確認するため、ど
のような書類を提出する必要があるのか、

開業届出書を提出してください。

6 対象事業者
罰金刑や、禁固以上の刑に処せられていないこと。公正取引委
員会からの排除措置命令を受けていないことなどを証明する書
類の提出は必要か。

誓約・同意書（様式第２号）により、支給要件をすべて満たし
ていることを誓約してください。

２ 補助対象事業者について
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1 対象研修
1時間に満たない時間数については切り捨てとなっているが、３
日間の研修で、１日目10時間、２日目4時間45分、３日目1時間
30分の場合、どのように算定するのか。

研修計画に記載した研修の参加時間の合計によって算定しま
す。１日目は１日上限８時間のため８時間とし、8＋4:45＋1:30
＝14時間15分となり、15分は切り捨てますので、14時間となり
ます。

2 対象研修
１人の新規雇用者に対する研修が、最初５日間、１か月後に
１５日間、行う場合は、すべて対象となるのか。

研修は事業期間内（R5/４/1〜R6/2/20）に完了するのものが対
象であり、上限の20日以内であれば、各研修の間が空いても対
象となりますが、申請時に全て盛り込んだ研修計画を提出いた
だく必要があります。

3 対象研修 いつから正規雇用（内定）した場合に対象となるのか。

令和4年10月1日以降に人材サービス会社が「にであう」内にあ
るＮＥＸＴステージ総合支援事業専用サイトに登録した求人
で、次のいずれかに該当する求職者を正規雇用（内定）した場
合に対象となります。
ア 専用サイトに掲載された求人特集に応募した、当該事業所
で就労体験（職場体験）をさせた者
イ 大阪府求職者等教育訓練支援金（スキルアップ支援金）を
受給した者
ウ 専用サイトに掲載された、スキルグレードアップ支援で実
施する訓練プログラムを受けた者

4 対象研修
令和5年3月10日から令和5年3月末まで実施する研修は対象とな
るか。

事業期間中（令和5年4⽉1⽇〜令和6年2⽉20⽇）に開始完了し
ない研修は対象外となります。

３ 補助対象研修について
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5 対象研修 令和6年2月1日から3月末まで実施する研修は対象となるか。
事業期間中（令和5年4⽉1⽇〜令和6年2⽉20⽇）に開始完了し
ない研修は対象外となります。

6 対象研修
事業者が行う研修の全体としては20日間を超える内容だが、そ
の一部分を抜き取り20日間に収まる研修計画として作成し、申
請された場合に対象になるか。

令和5年4月1日から令和6年2月20日までに開始・完了する研修
であれば、20日間を超えていても研修計画は策定できます。但
し、補助対象の上限は20日となります。

7 対象研修
例えば社外研修で令和6年1月から令和6年6月まで行われるもの
を、令和6年2月20日までの分を抜き取り申請することは可能
か。

令和5年4月1日から令和6年2月20日までに開始・完了しないの
で、対象外の研修となります。

8 対象研修
受講コースの途中で研修計画が終了するため、修了証が発行さ
れないが、1日毎受講したことが確認できる教育訓練機関が発行
した書類のみで実績報告の提出書類はよいか。

令和5年4月1日から令和6年2月20日までに開始・完了しないの
で、対象外の研修となります。



質問事項 説  明

1 対象経費
消費税及び地方消費税は対象経費に含めていいのか。 消費税及び地方消費税は補助対象経費から除いてください。

なお、消費税及び地方消費税込みとなっている受講料等につい
ては、割戻した額で申請してください。

2 対象経費
講師を招へいする場合、講師に支払う旅費（交通費）は補助対
象になるのか。

講師の交通費は対象外となります。

3 対象経費
社内で作成したテキスト等を印刷した場合の印刷費は補助対象
か。

領収書等で経費支払の確認ができれば対象となります。確認で
きなければ対象外となります。

4 対象経費 機器借上ではなく、購入した場合は補助対象とならないのか。

一般的に繰り返し活用できる教材（パソコンソフトウェア、学
習ビデオなど）や研修以外の就労の場で汎用的に使用できるも
の（パソコン、周辺機器）とみなされるものは対象外となりま
す。

5 対象経費 文房具など消耗品費は対象とならないのか。 対象外となります。

6 対象経費
研修が東京など他府県で開催される場合、交通費は補助対象
か。

交通費は対象外となります。

7 対象経費 宿泊を伴う研修での宿泊費は補助対象か。 宿泊費は補助対象外となります。

４ 補助対象経費について
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8 対象経費
1人目の新規雇用者の研修実施後に、２人目の新規雇用者に対す
る研修をしたいと考えているが、1人目の研修計画に追加しても
対象となるのか。

1人目の研修計画とは別に、2人目の研修計画を策定して別申請
していただく必要があります。その際に、補助金交付申請書
（様式第１号）の申請回数に、2回目以降のチェックをしていた
だき、1人目と重複する研修が有る場合は、研修経費の重複申請
にならないようにご注意ください。なお、3人目以降も同様の取
扱いとなります。

9 対象経費
２５日間の研修をした場合、対象となる経費はどのように計算
するのか。
講師代100,000円、会場費50,000円の場合

1日あたりの単価に割り戻した額の上限日数（20日）となりま
す。
講師代と会場費の合計150,000円÷25日＝6,000円×20日＝
120,000×1/2＝60,000円
基準額8,000円×20日＝160,000円
60,000円と160,000円を比べて額が低い方の60,000円が補助額と
なります。

10 対象経費
新規の正規雇用者が3人だったため、テキスト、材料等を3人分
用意したが、都合により2人のみの受講となった場合、既に準備
したテキスト代、材料費は対象となるのか。

欠席理由の内容に関わらず、研修に参加した２人の方のみが対
象となります。



質問事項 説  明

11 対象経費

2日間行った研修の初日のみ外部講師を招へいして実施したが、
その経費（講師謝礼金）の上限額は2日間となるのか。また、研
修会場も初日のみ社外施設を借りて実施したが、同様と考えて
良いのか。

２日間で行う同一の研修であれば、１日だけの支出でも、２日
間の研修に係る経費と見ますので、上限額は8,000×2日＝
16,000円となります。

12 対象経費
研修用の資料を社外講師が作成したが、頒布資料と同様に対象
経費となるのか。

外部講師から購入したことが領収書等で確認できれば対象経費
となります。

13 対象経費
研修資料を外部発注して作成したが、頒布資料と同様に対象経
費となるのか。

外部から購入したことが領収書等で確認できれば対象経費とな
ります。

14 対象経費
社内研修を計画しているが、会場に余裕があるため、既に雇用
している従業員も一緒に受講したいと考えているが、経費補助
算定の際に注意することが有るのか。

講師謝礼や会場借上料など、受講人数に関係なく必要となる経
費については全額申請いただけますが、テキスト代、材料費等
の経費については、対象となる新規雇用者分のみが対象となり
ます。（個別算出できない場合は、全体経費から受講者人数分
で除した単価となります）

15 対象経費

社外講習等で1⽇の拘束時間が⻑時間となるような場合、講習時
間に含まれる休憩時間は研修の実施時間に含まれるのか。
例）9時〜18時で間に昼休憩1時間が含まれる場合、研修の実施
時間は昼休憩を除いた8時間

研修時間には、食事を伴う昼休憩の時間は除き、トイレ休憩な
どの小休止は含めてください。



質問事項 説  明

1
申請手続き
（全般）

補助対象となるか、疑義がある経費があるが、どこに相談すれ
ばいいのか。

コールセンターにお問い合わせください。

2 申請手続き
補助金の限度額について。補助金は補助金交付申請において大
阪府の予算が上限に達した場合、申請順によっては支給されな
い可能性があるのかどうか。

大阪府の予算額を超えた場合は申請の受付を終了します。

3 申請手続き
研修は対象外の講座になってしまったが、受講した被雇用者の
賃金相当額だけでも申請できるか。

申請された研修が審査の結果、補助対象外と判断された場合
は、研修実施経費及び賃金相当額も補助対象外となります。
なお、補助対象の研修であっても、研修実施経費の一部が補助
対象外となる場合もありますので、詳しくはコールセンターに
お問合せください。

4 申請手続き
「補助金交付申請書」提出時、既にクレジット支払い等着手し
ている場合は対象外となるのか

クレジットについては、カード利用日が取引日となり、対象外
となります。

5
申請手続き
（当初申請）

インターネット申請のやり方を教えてほしい。 コールセンターにお問い合わせください。

6
申請手続き
（当初申請）

申請が遅れて、補助金の交付決定前に研修を実施したいが可能
か。

交付決定までに研修を行いたい場合は、申請書と併せて「事前
着手届（様式第4号）」を提出してください。

7
申請手続き
（当初申請）

交付される補助金の額は、事前に知ることができるのか。
事前に知ることはできません。交付決定通知が届くのをお待ち
ください。

５ 申請手続きについて
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8
申請手続き
（当初申請）

外国人を正規雇用した場合、就労ビザ等の書類添付が必要か。

技能実習以外の就労できるビザで滞在している外国人も補助要
件に該当すれば補助対象となります。
ただし、必要に応じ、在留資格が確認できる書類を求める場合
があります。

9
申請手続き
（当初申請）

事前着手届はどういう場合に提出が必要なのか。

この補助金の手続きの流れは、交付申請を事務局において審査
の結果、大阪府が交付決定をします。原則として、研修実施の
準備は交付決定後に行う必要があります。
ただし、交付申請から交付決定まで概ね２〜３週間かかります
ので、研修の申し込みなど、この期間に行わなければならない
などの事情がある場合は、交付申請時に事前着手届をあわせて
提出してください。
なお、あくまで交付決定前ですので、申請の内容によっては、
認められない場合があります。

10
申請手続き
（当初申請）

事前着手届を提出すれば、交付申請前の経費も対象となるの
か。

交付申請前に支出した経費については、対象となりません。

11
申請手続き
（計画策定）

研修等計画の作成方法を教えてほしい。 コールセンターにお問い合わせください。

12
申請手続き
（計画策定）

研修計画策定にあたり、業務に関連する資格を取得できそうな
社外研修を探しているが、教えてもらえないか。

コールセンターにお問い合わせください。
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13
申請手続き
（計画策定）

社内研修を計画しているが、適当な外部講師を紹介してもらえ
ないか。

コールセンターにお問い合わせください。

14
申請手続き
（計画策定）

社外研修の１回目が、すでに終わっている。２回目からでいい
ので申請したい。

事業期間中（令和5年4⽉1⽇〜令和6年2⽉20⽇）に開始・完了
しない研修は対象外となります。

15
申請手続き
（計画策定）

単独で受講可能な研修を複数組み合わせて研修計画として申請
することか可能か。

一連のものとして研修を受講することで、資格取得により効果
的な研修となる場合は、１つの研修としてまとめて研修計画書
を作成して申請してください。

16
申請手続き
（計画変更）

申請時に提出した研修計画より、研修回数が増えた場合、増額
申請することは可能か。

交付決定後の増額申請はできません。

17
申請手続き
（計画変更）

交付決定後に、新たに正規雇用した場合、当初の研修計画に増
額して変更申請することは可能か。

当初の研修計画の変更ではなく、別途、当該新規雇用者の研修
計画を策定の上、申請してください。

18
申請手続き
（計画変更）

予定していた社外研修が、研修先の都合により研修内容が変更
され、変更に伴って研修経費が増額となった場合、変更申請で
増額変更することは可能か。

交付決定後の増額申請はできません。

19
申請手続き
（変更申請）

正規雇用した従業員の就業場所が大阪府外となったが、変更申
請しなくて良いか。

研修期間中に就業場所が大阪府外となった場合は補助金の対象
外となります。

20
申請手続き
（変更申請）

正規雇用した従業員の居住地が大阪府外となったが、変更申請
しなくて良いか。

労働契約を締結した日において、大阪府内に住所を有していれ
ば補助の対象となります。変更申請は不要です。

21
申請手続き
（変更申請）

研修の実施内容を変更したいが、変更申請が必要か。軽微な変
更に該当するか。

研修内容の変更は軽微な変更に該当しません。

22
申請手続き
（取り上げ）

研修の実施を取りやめたが、事前準備で費用がかかった。その
場合も申請の取り下げとなるのか。準備費用は補助対象として
もらえないのか。

研修を中止した場合は、事前費用は対象外となります。



質問事項 説  明

23
申請手続き
（取り上げ）

採用した従業員が退職をし、研修を実施できない。どのような
手続きが必要か。

様式第７号「中止（廃止）届」を提出してください。

24
申請手続き
（実績報告）

令和6年2月20日までに終了する予定であったが、講師の都合
で、最終回の開催が令和6年3月20日になってしまった場合、ど
うなりますか。

令和6年2月20日までに完了できない研修は対象外となります。

25
申請手続き
（実績報告）

研修の実施を事業者に委託したが、事業者からの報告が遅れて
おり期日までに報告が間に合わない。どうなりますか。

期日（研修終了後20日以内又は2月29日）までに報告されない場
合は、補助金は交付されません。

26
申請手続き
（実績報告）

検査は、すべての事業者に実地で行うのか。
検査は原則として提出された書類により行います。ただし、報
告の内容に疑義がある場合、実地に検査を行うことがありま
す。

27
申請手続き
（実績報告）

研修計画どおり実施したが、実績報告時に対象者が退職した。
補助対象となるのか。

研修計画どおりに実施されていることが確認できれば、実績報
告時に退職していても対象となります。

28
申請手続き
（実績報告）

目標としていた資格試験を受験することができなかった場合、
実績報告書は提出するが、補助対象とならないのか。

研修が実施されておれば、対象となります。
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1 交付決定
交付申請を行ったが、交付決定通知が来ない。どこに問い合わ
せたらいいのか。

コールセンターにお問い合わせください。

2 交付決定
交付決定の内容に納得できない。どこに問合せをすればいいの
か。

コールセンターにお問い合わせください。

６． 交付決定及び通知



質問事項 説  明

1
補助金交付
（交付決定）

実績報告後、どの程度で補助金が交付されるのか。
３週間程度後の予定です。ただし、書類の不備等で確認を要す
る場合、支給が遅れる場合があります。

2
補助金交付
（取り消し）

一度、交付決定を受けた補助金が取り消された。内容を確認し
たいが、どこに確認すればいいのか。

コールセンターにお問い合わせください。

3
補助金交付
（経理）

事業に係る収支を明らかにした帳簿、証拠書類を備え、１０年
間保存する必要があるが、具体的にどのような書類を整える必
要があるのか。教えてほしい。

研修に関する賃金台帳、雇用契約書、総勘定元帳、領収書、交
付申請書類（添付資料含む）、実績報告書（添付資料含む）そ
の他府に提出した資料となります。

4
補助金交付
（経理）

１０年間の保存は、電子データで保存してもいいのか。 電子データでの保存も可能です。

７ 補助金の交付・取り消し・返還について



質問事項 説  明

1
その他
（全般）

本事業に関しての問い合わせは、どこにすればいいのか。 コールセンターにお問い合わせください。

2
その他
（全般）

本社所在地が国外の企業も支援金の対象になりますか。
大阪府内に事業所を有し、補助要件を満たした場合、補助対象
となります。

3
その他
（全般）

府内に居住している人を雇い入れましたが、住所地が府外で
あった場合、対象になりますか。

労働契約を締結した日において大阪府内に住所を有する人が対
象です。

4
その他
（全般）

補助金は課税対象になりますか。
税務上、益金（個人事業主の場合は、総収入金額）に算入され
ますので、所得金額により課税対象となります。

5
その他
（研修）

社内独自の認定資格についてどういった基準で審査していく
か。

原則として、第三者が発行する資格が対象となります。
ただし、その社内資格を取得することで、第三者が発行する資
格の取得につながる場合は、審査の結果対象となる場合があり
ますので、コールセンターにご相談ください。

6
その他

（補助対象）

対象雇用者を申請時は府内の事業所で就業させていたが、研修
実施期間中に府外の事業所へ異動となった場合対象外になるの
か。

研修実施時とは、申請時に提出していただいた研修計画を受け
ることを示している為、途中で異動となった場合は対象外とな
ります。

８ その他


